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要約 
世界には、開発途上国と呼ばれる国がたくさん存在する。開発途上国内でも農村地域に

貧困層の多くが暮らしており、今もなお世界の約 12 億人が 1 日 1.25 ドル以下の生活を送

っているといわれている。  

しかし、この 12 億人という数値は、人々の「貧しさ」を金銭的な面でしか捉えること

ができていない、かつ「1.25 ドル以下貧困」は「貧困」を静学的に測定している。つま

り、貧困ラインをまたぐような人々の動きを無視している。これらのことを踏まえ、本研

究では人々の貧しさを多面的に、かつ動学的に測ることに焦点を当て、調査と分析を行っ

た。この両方を捉えるため、近年国際的に研究が進められている多次元貧困指数

(Multidimensional Poverty Index)を用いて、「将来において貧困に陥る可能性」である

「脆弱性」を算出した。「脆弱性」の算出には、3 段階で実行可能な一般化最小二乗法を

採用する。  

本研究では、2017 年 8 月に JICA の協力のもと、マダガスカル農村において聞き取り調

査を行った。なお、2014 年にも同地域で調査を行っており、2 時点のパネル分析を可能に

した。世界の中でも極貧国に属するマダガスカルの農村のパネルデータを用いることによ

り、より詳細な貧困測定を行うことができる。  

多次元貧困指数を用いた脆弱性分析により、現在、多次元貧困に陥っている世帯がより

将来において脆弱である可能性が高いことが明らかになった。また所得で測る貧困よりも

多次元貧困指数を用いて測る場合のほうが、より深刻に「貧困」を示しており、所得だけ

では捉えることのできない層が存在していることが判明した。  

本研究では、多次元的に貧困を捉え、その情報を貧困削減政策に応用するため「Micro 

MPI Map」を提案する。「Micro MPI Map」により政策立案者がより効率的な貧困削減

政策を考えることができる土台となるものである。また、人々の絶対的貧困からの脱却を

目指す政策として「チャージ式電力サービス」の普及を提案する。また、先進国である日

本が開発途上国に対して、どのような取り組みをするべきなのかも提案する。 
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はじめに 
ミレニアム開発目標(MDGs)とは、開発途上国の貧困削減を目的としたものである。こ

のミレニアム開発目標では、8 つの目標、21 のターゲット、60 の指標が設定され、1990

年から 2015 年までの国際社会における貧困削減への指針となった。この目標に対し、

1990 年当初は開発途上国において半数近くが一日 1.25 ドル以下で生活していたが、2015

年には 14％まで減少、また開発途上地域における小学校の就学率は 2000 年の 83％であっ

たが、2015 年には 91％に増加したなどの結果が得られている。一方で、達成目標のうち

の乳幼児死亡率や妊産婦の死亡率の減少、女性の地位の向上等については目標を達成する

ことができなかった。 

開発途上地域の中でも、特にサブサハラ・アフリカは深刻な貧困状況から抜け出せてい

ない。数多くの人が、十分な収入が得られない、最低限の教育を受けることができない、

栄養失調などの、過酷な環境下での暮らしを強いられている。そのため、日本をはじめと

する先進国は、今後も貧困削減に向けた取り組みを行う責任がある。そこで、本研究では

サブサハラ・アフリカに位置するマダガスカルに焦点を当て、今後の貧困削減に向けたア

プローチ方法を提案する。 

 本研究では、Oxford Poverty & Human Development Initiative (OPHI)の研究で行われ

ている MPI(Multidimensional Poverty Index:多次元貧困指数)を用いた。MPI とは、1 日

1.25 ドル以下などの金銭的な貧困の測定ではなく、教育や健康の欠乏といった多次元的な

貧困を測る指標であり、所得に代わる貧困指数として期待されている。さらに、貧困を動

学的に捉える「脆弱性」、つまり「世帯が将来貧困に陥る可能性」を導き出した。 

分析方法は、一般化最小二乗法(Feasible generalized least squares)を使用した。今回の

分析結果から、MPI と消費支出における貧困の捉え方には違いがあること、MPI は将来の

貧困に陥る可能性を金銭よりも深刻に測定できることが示された。これは MPI が所得に代

わって貧困を示す指標となることを表している。またマダガスカルにおいて、多次元的貧

困に陥っている世帯が数多く存在し、その世帯はさらに貧困に対して脆弱であることが明

らかとなった。                                          

 これを踏まえ本研究では、マダガスカルにおける『Micro MPI Map』の作成を提案する。

『Micro MPI Map』により貧困削減政策の効率的なターゲティングや政策考案につなげる

ことができる。限られた開発援助資金のもと、どのような地域・階層・世帯が、どのよう

な貧困状態に陥っているのかをミクロ的に解明することができ、より明確且つ効率的な貧

困削減政策介入を行うことができる。さらに、MPI 算出に必要な情報を短時間で収集可能

にする『MPI 調査シート』を提供する。これは筆者が本研究の調査を経て作成したもので

ある。これらの政策はどの途上国においても容易に導入が可能であり、国際協力の面にお

いても貧困削減達成のための革新的な可能性を有している。 

加えて、マダガスカルにおける『チャージ式電力サービス』の普及を提案する。コスト

の低い小型電力機器サービスを普及することにより、マダガスカル農村における絶対的多

次元貧困からの将来的な脱却を目指す。  
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第 1 章 現状分析・問題意識 

第１節 世界の貧困状況 
2015 年 7 月にミレニアム開発目標報告書が発表され、達成状況が明らかにされた。報告

書によると、1990 年から 2015 年の 15 年間に、当時の国際貧困ラインである 1 日 1.25 ド

ル未満で生活する極貧層の割合が途上国において 47%から 17%に、世界全体では 36%から

12%に減少した。ほとんどの地域において極貧層の割合が半減したとされる一方、唯一サ

ブサハラ・アフリカ地域の極貧層の割合は半減していないという結果になった。さらに世

界全体の極貧層の約 80%が南アジア地域とサブサハラ・アフリカ地域の 2 つに集中してい

ることが明らかにされた。世界銀行は 2015 年 10 月、絶対的貧困の基準である国際貧困ラ

インを 1 日 1.25 ドルから 1 日 1.90 ドルに改定した。改定された現在でも、いかにサブサ

ハラ・アフリカと南アジアに貧困層が集中しているかが分かる。(図 1) 

さらに人間開発報告書(2014)でも、サブサハラ・アフリカ地域の貧困に関する深刻さが

報告されている。報告書によると、金銭面で測定する貧困者の他に、多次元貧困者は世界

に 15 億人いるとされ、そのうち 59.6％がサブサハラ・アフリカ地域で生活をしている。

また、平均余命・平均就学率・所得水準を示す HDI(human developing index)2は世界平均

が 0.720 となっている一方、サブサハラ・アフリカ地域では 0.502 となっており、世界と

比較しても人間開発が遅れている現状がある。 

 世界の貧困者の多くは農村部で生活しており、その割合は 7 割以上である。また、サブ

サハラ・アフリカ地域にはショックや脅威に対して脆弱な家計が多く、これらの国の多く

は頼るべき十分な資産や貯蓄を所持していない。そのため、食費、医療費、子供の教育費

を削減するといった方法をとらざるを得ない。その結果将来の消費の平均水準が下がるこ

とや、分散が大きくなり厚生水準の低下を招く可能性があること、貧困の長期化を招くこ

とがサブサハラ・アフリカの地域の現状である。 

                            
2 人間開発指数と呼ばれ、保健・教育・所得の 3つの側面から国の平均達成度を評価する。 
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(図 1)地域別の貧困率・貧困者数(世界銀行「PovcalNet」より筆者作成) 

＊地域別の貧困者数・貧困率は 2013 年のデータに基づく 
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第２節 マダガスカルの基礎情報と貧困 

第１項 マダガスカルの基礎情報 
アフリカ大陸から南東へ約 400 キロメートルの沖、インド洋に位置するマダガスカル

は、世界で 4 番目に大きな島である。首都をアンタナナリボとし、観光・水産・天然資源

など、豊かな自然に恵まれている。総面積 59 万平方キロメートルという日本の約 1.6 倍の

国土、2489 万人の人口を擁する。しかし、低い農業生産性やインフラの未整備により、農

業が GDP に占める割合は約 26％と低い。日本の住友商事が行っている「アンバトビー・

プロジェクト」のような、外国投資による鉱山資源開発により輸出額は増加傾向ではある

が、未だ輸出品目への依存度は高い。      

気候については、乾季(4 月～10 月)と雨季(11 月～3 月)に分かれており、雨季の中でも 

12 月から 2 月はサイクロンのため、 しばしば農産物が被害を受けることもある。そのほ

かにも洪水などの自然災害にたびたび見舞われ、道路などのインフラ損害等の被害も受け

ている。また、マダガスカルの気候は非常に多様で、首都アンタナナリボのある乾燥して

いて冷涼な中央高地、高温多雨の東海岸、乾季は温暖・乾燥、雨季は高温多雨の西海岸の

3 つに区分される。 

マダガスカルは 1960 年にフランスから独立した。しかし、独立以降、一人当たりの収

入が 473 米ドル(1970 年)から 410 米ドル(2008 年)へと減少するなど、経済状況が低迷して

いる。更に 2001 年の大統領選挙の混乱、2009 年の反政府派による憲法手続きにのっとら

ない暫定政府といった政治危機がほぼ 10年おきに起こっている。これは税収の悪化や海外

支援の停止を引き起こし、マダガスカル経済に負の影響を及ぼしたこのような政治的混乱

が、マダガスカルの経済の発展を妨げてきた大きな要因の一つとなっている。この他に深

刻なインフラの不足や、厳しい気候、交通機関へのリンク不足、市場へのアクセス不足、

外部からのショックに対する反生産的な政策対応など、多くの課題に直面している。 

 

第 2 項 マダガスカルの貧困 
 

現在、マダガスカルは世界の最貧国の一つとして数えられている。2 ドル以下貧困率は

79.65%(world bank)、一人当たりの国民総所得は 402 米ドル(186/189 位，IMF2015)、人

間開発指数が 154/188 位(UNDP 2015)と世界最低水準に留まっている。 

マダガスカルはミレニアム開発目標の達成に向けていくらか貧困の改善があったが、前

項で述べたように政治危機が頻発し、2009 年から 2014 年の政治危機はその進展を損なう

ものであった。しかし、政府の統計機関である国立統計研究所(INSTAT)が行っている家

計調査(EPM)によると、いくつかの指標には改善が見られ、初等教育における男女比はほ

ぼ均等になっている点や、HIV の蔓延も 0.2％と低い水準に抑えられているという点が挙

げられる。一方で、世界銀行(WB)によると、5 歳未満の 2 人に 1 人の子供が慢性的な栄養
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失調に苦しんでいるという結果も出ている。マダガスカルは教育、健康、水へのアクセス

などの生活水準は世界の中でも非常に貧弱である。次に、これらの 3 分野の貧困に焦点を

当て、現状を述べる。 

 

第一に、健康分野について述べる。マダガスカルなどのアフリカ諸国では、幼児死亡率

が 1990 年から 2010 年の間に半減するなどの進捗がみられたが、農村部や遠隔地域の

子どもたちは、資格を持つ医師や保健施設不足により不利な状況に置かれている。

UNICEF によると、マダガスカルは栄養不良による発育阻害の 5 歳未満の子どもの数

は世界でも 6 番目に多い。下痢性疾患や急性呼吸器感染症、マラリアなどの予防可能

な病気で 5 歳の誕生日を迎えることができない子どもは毎年 3 万 8000 人以上にのぼ

る。また改善された衛生設備へのアクセスを持つ人の割合は都市部 19％、農村部で

11.3％と非常に低くなっている。さらに乳幼児死亡率に加え、妊産婦死亡率も依然と

して高い。  

 
(表 2)都市部農村部別 改善された衛生設備へのアクセスを持つ人口割合 

(世界銀行のデータをもとに筆者作成) 

 

次に、教育分野について述べる。マダガスカルの学校制度は小・中・高で 5・4・3 制で

ある。義務教育(6 歳から 10 歳)の規定はあるものの、実際には村落部を中心に未就学児や

中途退学児童が多い。外務省によって 2005 年に実施された家計調査によると、6 歳から

10 歳までの初等教育就学率が 64.9％(2001 年)から 98.0％(2005 年)に、初等教育修了率に

ついても 35.0％(2001 年)から 60％(2005 年)へと大幅に改善しているが、未だ修了率の低

さが問題として挙げられる。基礎教育へのアクセス格差は、ジェンダー間でほとんどない

が、都市部と農村地域、県別、所得層間で顕著である。 

 
(表 3)初等教育の就学率と修了率の推移(筆者作成) 

 

最後に、生活水準について述べる。上記と同様、外務省の調査によると、飲料水へのア

クセス率については、29.5％(2002 年)から 31.3％(2005 年)へとわずかな改善となっている

が、依然として安全な飲み水へのアクセスが困難である。首都アンタナナリボは人口約

200 万人の大都会だが、下水道などインフラ整備が進んでおらず、またゴミの回収が遅れ

がちで、市内の至る所が非衛生的である。水道水は塩素消毒されているが、配管の老朽化

などのため、褐色に汚濁することがあり、飲用には適していない。不衛生なトイレを共同

で使用するなど、衛生的で健康的な生活を送ることが困難な状況である。 

都市部 農村部 合計
人口 1,768,490 1,837,736 3,606,226
割合 19.0% 11.3% 30.3%

2001年 2005年
就学率 64.6% 98.0%
修了率 35.0% 60.0%
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(表 4)安全な飲み水へのアクセスを持つ人口割合の推移(筆者作成) 

 

このように、マダガスカルでは 2ドル以下貧困などの金銭的な貧困だけでなく、生活水準

や教育の欠乏等の多次元的な貧困も数多く存在し、問題になっている。これらの貧困の削

減が今後の大きな課題となっている。 

 

 

第３節 貧困削減に対する日本の取り組み 
 

政府開発援助(ODA)は、先進国を筆頭として世界中で行われている。これらの援助は、

特に後発開発途上国に対して大きな影響力を持っている。その後発開発途上国は現在 49ヵ

国に達し、そのうちの 34ヵ国がアフリカに存在している。中でもサブサハラ・アフリカは

深刻な状況を抱えている。先進国の日本も ODA を行っている国の一つであり、アフリカ

への ODA は世界でもトップレベルである。これから、まず始めに日本における ODA にお

ける貧困削減への取り組み、次にアフリカにおける日本の ODA の在り方を述べる。 

 日本において ODA とは、開発途上国の経済発展や福祉の向上に寄与することを目的と

し、公的機関によって行われる贈与及び貸付などのことを意味する。ODAの方法は 2種類

あり、1つはUNICEFやUNDP、世界銀行などへの搬出・出資を行う「多国間援助」と、

開発途上国やその地域を支援する「二国間援助」である。さらに、二国間援助の内容は

「贈与」と「政府貸付等」の 2 つに分類することができる。「贈与」は、日本の技術や経

験を用いて途上国開発の担い手となる人材の育成を行う「技術協力」と、返済義務を課さ

ない資金を開発途上国の開発のために贈与する「無償資金協力」とがある。もう一つの

「政府貸付等」には、緩やかな貸し付け条件で開発途上国に資金を貸し付ける「円借款」

と、現地の民間法人の法人に対して融資・出資を行う「海外投融資」がある。そして、日

本は対象国に対して、平和構築や人道支援、基本的人権などを含む資金・技術の提供を主

に行っている。 

2002年 2005年
安全な飲み水へのアクセス 29.50% 31.30%
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(図 5)ODA の形態別分類(筆者作成) 

 

 

日本の開発協力の基本方針は、以下の 3 つが掲げられている。(1)非軍事的協力による平

和と繁栄への貢献、(2)人間の安全保障の推進、(3)自助努力支援と日本の経験と知見を踏ま

えた対話・協働による自律的発展に向けた協力。特に、日本の ODA の特徴として注目さ

れているのは、(2)の「人間の安全保障の促進」である。これは日本の開発協力の指導理念

であり、特に脆弱な立場に置かれやすい人々へ焦点を当てていることを表している。日本

はこうした援助をアフリカでも行っており、それらの取り組みは年々加速している。次

に、アフリカにおける日本の ODA の現状を述べる。 

 日本は、アフリカ開発会議 (TICAD:Tokyo International Conference on African 

Development)の開催を通じ、アフリカ自身による開発課題への取り組みに積極的に支援し

てきた。TICAD とは、1993 年以降に日本政府が主導し、国連・国連開発計画(UNDP)・

アフリカ連合委員会(AUC) 及び世界銀行と共同で開催している。2016 年の TICAD はケニ

アで行われ、初のアフリカ開催となった。 また、日本の現総理大臣である安倍首相は、

ケニアやマダガスカル、モザンビークなどアフリカ各国の大統領と対面を果たしている。

アフリカは豊かな天然資源をもち、潜在的市場として重要とされており、世界だけでなく

日本からも多額の開発援助資金を受けている。このように、いかに現在アフリカが世界か

ら注目されており、日本とも密な重要な関係にあるかが分かる。 

そして、日本は、今回の調査地となるマダガスカルにも継続的な援助を行ってきた。日

本は 1965 年に技術協力を開始し、無償資金協力及び円借款など、幅広い分野の開発を継

続して行った。さらに 2002 年には青年海外協力隊の派遣を開始した。2009 年から 2014

年までは、マダガスカルの政治危機のため援助を停止していたが、2014 年に大統領選挙で

政府開発援
助(ODA)

二国間援助

無償資金協力

技術協力

有償資金協力多国間援助
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新政府ができた後 2ヵ国間援助を再開した。ODAの報告によると、日本からマダガスカル

への円借款、無償金協力、有償資金協力の総額は 2015 年時点で累計 197.54 億円にのぼ

る。また、2010 年から 2014 年にかけて、日本がマダガスカルに行ってきた経済協力実績

は支出総額ベースで毎年世界 5 位以内に入る実績がある。これらは、日本の農業開発、農

村開発、自然環境保全、貧困削除、教育、保健医療などといった活動が様々な形態で行わ

れてきたためである。 

 

 

 
(図 6)国際開発援助資金の地域別配分 

(「日本の国際開発援助事業」参考資料より筆者作成) 

 

第４節 問題意識 
 

世界には多くの開発途上国が存在している。国際社会ではそれらの国に対して貧困削減

の取り組みがされており、発展途上地域の貧困者も減少していきているが、今もなお 12億

人が 1 日 1.25 ドル以下の生活を強いられている。しかし、この 12 億人とは本当に世界の

貧困を捉えた数値なのだろうか。前節での現状分析を踏まえ、所得で測る貧困と動学的貧

困について述べていく。 

 

所得や消費を用いて測定される、「1.25 ドル以下貧困」「2 ドル以下貧困」は国際的に
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貧困を定義する際によく用いられている。これらは客観的な評価が可能となる。しかし、

人々の貧しさは所得などの一次元のみで測ることはできない。現状分析で述べたように、

マダガスカルをはじめとする発展途上国では、教育をきちんと受けることが出来なかった

り、安全な水にアクセスできなかったりする。またそれだけではなく、住環境の悪さ、教

育機関のレベルの低さも人々の「貧しさ」に影響を及ぼしている。単に、所得があるだけ

では「貧しくない」とは言えない。このようなことから、「1.25 ドル以下貧困」といった

金銭面のみの貧困指標では捉えることのできない「貧困」が世界には存在すると予測され

る。そのため、本研究では「貧困」を多面的に捉える。 

また、「1.25 ドル以下貧困」などの貧困指標では一時点のみの貧困しか捉えていない。例

えば、貧困ラインよりも少しだけ下で生活している世帯の所得が大幅に下がったとして

も、この基準を用いれば、単に貧困者という評価は 2 時点において変わらない。しかしこ

の世帯の貧困の深刻さはおそらく悪化しているだろう。世界の「貧困」捉える上でこれら

の世帯を無視することはできない。つまり、「貧困」に対し静学的分析ではなく、動学的

分析が必要である。そのため、本研究では「貧困」を動学的に捉えることのできる「脆弱

性」という観点から分析を行う。  
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第 2 章 先行研究及び本研究の  

位置づけ 

第１節 先行研究 
 

2000 年代に入り、多次元的に貧困を捉えようとする研究が活発になった。その理由とし

て、2000 年にまとめられたミレニアム開発目標が多次元での剥奪に焦点を当てたものであ

ることから、Alkire & Foster (2007)でも述べられているように、多次元的に貧困測定する

枠組みの作成が急速に求められている。さらに、Alkire, Santos, Seth, Yalonetzky (2010)

によると、各次元に適切なウエイトをつけ、貧困指標を算出することで、多次元的貧困を

国際的な場においても議論することができると述べている。  

多次元貧困指数を政策に利用した研究である Foster (2007)では、メキシコにおける公式

貧困測定に所得指標だけを用いるのではなく、多次元貧困指標も用いて、メキシコ全土の

貧困を算出している。具体的には、所得・教育・生活可能スペース・生活基本サービス・

食料へのアクセス・健康サービス・社会保障・社会的結束の 8 指標から貧困を評価してい

る。これらの指標は、メキシコの情勢や治安などの国の特徴を加味している。Urban・

Rural 地域別、州別の測定、また指標別の貧困率を測定することにより、メキシコ政府が

以前よりも貧困を明確にターゲットでき、効率的な政策を策定できるようになったことを

明らかにしている。同様の研究として、Batana(2008)、Alkire & Housseini(2014)ではサ

ブサハラ・アフリカ、Santos & Ura(2008)ではブータン、Alkire & Seth (2008)では中国、

Battiston ,Cruces , Calva , Lugo & Santos (2009)ではラテンアメリカ、Salazar , Diaz & 

Pinzon(2013)ではコロンビア、Ballon & Duclos(2015)ではスーダンなど、国や地域全体に

おいて多次元的に貧困を捉えようとする研究が進められている。これらの研究により、研

究対象地域の貧困状況が以前よりも詳細に分かるため、貧困層へどのようなアプローチを

したよいのかが、単に所得だけで貧困を測るよりも具体的に考えやすく、直接的にまた効

率的にその国の貧困削減政策に大いに影響を及ぼすことができる。しかし、国や地域単位

ではなく、ミクロ分野で調査された研究はほとんどない。 

また多次元的貧困アプローチを代表するものが、多次元貧困指数(MPI)である。MPI は

Oxford Poverty & Human Development Initiative が活発に研究を進めており、現在もな

お、指標の基準やミクロ分野への応用が議論されている。Alkire & Robles (2017)では、以

前の MPI の 10 指標中 8 指標において家計が剥奪しているとされる基準が変更された。ま

た、Alkire & Santos (2010)は、MPI を初めてミクロ分野に応用した研究であり、その研

究によると世界 104 か国で 1 億 7 千万人が貧困であると明らかになった。ミクロ分野で研
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究することにより、剥奪された状況がより明らかになり、貧困削減政策の立案に大いに貢

献するとされた。 

 また、貧困を 1 時点のみで捉えるのではなく、多時点から測定した研究である黒崎 

(2011)を本研究では参考にした。同研究では、パキスタンにおける 2 時点の農村家計パネ

ルデータである PRHS (Pakistan Institute of Development Economics)を用いて、ショッ

クに対して家計の消費がどのくらい落ち込むのかという「消費に対する感応度」を算出し

ており、この分析により信用市場の重要性を明らかにしている。同研究では、ショックに

対する世帯の反応を主な分析目的としているが、動学的に貧困を捉えるという「脆弱性」

という観点の必要性を明らかにした。 

 そして、動学的貧困形態を捉えた研究である黒崎 (2002)を本研究の先行研究として参考

にした。 同研究では、パキスタン北西辺境州農村部の 2 時点パネルデータを用いて、リス

クに対して、どのような貧困層が特に脆弱なのかを定量的に分析している。慢性的貧困と

一時的貧困を明らかにすることで、動学的に特に脆弱な貧困層には、女性が世帯主、日雇

いなどの不安定なものにさらされている世帯が含まれることが判明した。 

 

 

 

第２節 本研究の位置づけ・新規性 
  

以上の先行研究から、開発途上地域の貧困を測定する上で、所得だけでなく多面的に貧

困を捉えること、そして一時点のみではなく動学的に貧困を捉えることが重要であると考

えた。また、これまでの研究において多次元貧困指数はマクロ分野でしか測定されていな

いが、世帯の詳細なミクロデータを用いることにより明確に多次元貧困を捉えることがで

きる。しかし、これら全てを考慮した研究は本研究作成以前に確認できない。本研究では、

開発途上国の中でも極貧国に属するマダガスカルの農村のミクロパネルデータを用いる。

そのため、本研究は貧困を多次元的に、そして動学的にミクロ分野で計量分析する初めて

の研究となる。  
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第３章 理論・分析 

第１節 データの説明 
 
本研究で用いるのは、2014 年 8 月と 2017 年 8 月という 3 年を隔てた 2 時点において、

栗田匡相研究会がマダガスカル中央高地の農村で JICA の協力のもと実施した聞き取り調

査によるデータである。 2014 年の調査地は Manjakandriana 群、Ankazobe 群、

Antsirabe 群の 3 地域で、計 520 世帯のサンプルを収集した。2017 年調査では

Tsiroanomandidy 群、Ankazobe 群、Antsirabe 群の 3 地域で計 1070 世帯で調査を行いサ

ンプルを収集した。Manjakandriana群、Ankazobe群、Antsirabe群、Tsiroanomandidy

群の 4 つの地域はそれぞれ首都 Antananarivo から 47km、85 ㎞、161 ㎞、157km 離れた

場所に位置している。 

本研究では、2017 年調査で収集した 1070 世帯のデータ及び、パネルデータを用いるた

め、地域を Ankazobe 群、Antsirabe 群の 2 つの地域に絞り、2014 年と 2017 年に調査し

た世帯を特定し計 148 世帯のデータを用いた。 

本研究で用いた2017年調査の調査票は、事前に日本で作成し、一般項目、農業、教育、

健康、ジェンダー、生活水準などの 5分野を含む 44ページにおよぶ冊子である。現地では

マダガスカル語の通訳として英語を話せるアンタナナリボ大学の学生とペアを組み各農村

で世帯調査を行った。 

 Ankazobe群は首都Antananarivoの北西に位置し、インフラが整っておらず国道からも

離れた場所にある。Antsirabe 群は Antananarivo の南西に位置し、交通の要地で同国第 3

の規模を持つ。農村の近くには大きなビール工場などがあり、非農業者も多い。

Tsiroanomandidy の訪れた 8 農村はすべて国道に沿いに面する農村へ訪問した。現在マダ

ガスカルでは、牛の強奪を目的とした武装強盗団ダハロによる村落襲撃が問題となってお

り、今回の調査期間内にも Tsiroanomandidy の調査対象農村がダハロによって襲撃された

ため、予定していた調査地の１つでは調査の中断を余儀なくされた。以下は 2017 年に調

査を行った 3 地域の地図である。 
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(図 7)Tsiroanomandidy 群 調査対象 8農村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(図 8)Antsirabe 群 調査対象 6 農村       (図 9)Ankazobe 群 調査対象 2 農村 
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 各地域の調査世帯数と年間総所得の平均が以下の表である。(図 10) Tsiroanomandidy

が最も年間平均総所得が低く、Antsirabe と Ankazobe では大きな差は見られなかった。 

 

 

 
(図 10)地域別 平均年間総所得(2017 年)(筆者作成) 

 

 

第２節 分析の枠組み  

第１項 脆弱性の理論的定義 
  

「脆弱性」(vulnerability)とは、「守るすべを持たず不安であり、リスクやショック

やストレスにさらされていること」(Chambers 1989),「ショックによって生活水準が低下

してしまう可能性」(World Bank)などと定義されており、いずれの定義も「個人や世帯が

将来において生活水準が低下すること」や「個人や世帯が貧困に陥る可能性」という意味

を含んでいる。そのため「貧困の脆弱性分析」とは動学的な観点から「貧困」を捉えるも

のである。 

本研究では、所得の変動リスクに直面している世帯が、現在のことだけではなく、不確

実な将来を見越して消費、投資や貯蓄を決定するという「不確実性下の動学家計モデル」

(dynamic household models under uncertainty)を用いて、「脆弱性」の理論的定義を行

う。 

Tsiroanomandidy Antsirabe Ankazobe 全体
世帯数 611 188 272 1071
平均年間総所得額（ariari) 1733911 2209581 2100128 1911245
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以下、個人や家計 i 示す下付き文字は式を容易にするため省略する。世帯の t 期に関す

る効用関数 v(ct)を以下のように定義する。 

 

v(ct)=v(kt-∑ 𝑠𝑡
𝑎𝐴

𝑎=1 )     ……………① 

ただし v’>0, v”<0      ……………② 

 

 

①より、v(ct)とは、t期の消費支出 ctから得られる世帯の効用である。v(ct)は、世帯が

保有する資金を ktとし、世帯は ktを消費支出 ctと投資や貯蓄を表す𝑠𝑡
𝑎(a=1,2,3,….,A)(上

付き文字 aは個別の資産を示す)とに配分する。これは、天候や農作物の生産量低下や感染

症などの世帯に起こりうる様々なリスクに対して、世帯は「消費の平滑化」を行うと考え

られるからである。また、𝑠𝑡
𝑎は、一期後に粗利益𝑔𝑡+1

𝑎 (𝑠𝑡
𝑎)の確率変数として生み出すこと

とする。たとえば、ある年に豊作で所得が前年よりも上がった農家は、来年のために貯蓄

を行うことなどがあり得る。 

また②より、仮定 v’>0, v”<0 は、世帯のリスク選好に関してリスク回避を仮定する。

この仮定は将来にわたる消費の平均的水準は変わらないが、消費支出の変動が大きくな

り、安定的な消費を行うことができなくなった場合に厚生水準が低下するということ意味

している。これは、消費水準の低い途上国においてわずかな落ち込みも深刻な事態を生み

出すため、リスク回避を仮定することは適切である。以下、世帯がリスク回避的であると

の仮定のもと理論的定義を進める。 

 また世帯が t 期に行う来期の所得のための資源配分を固定的な生産要素の配分を

𝑙𝑡
𝑏b=1,…B(上付き文字 bは個別の生産要素を示す)で表すと、𝑙𝑡

𝑏は一期後に粗利益𝑓𝑡+1
𝑏 (𝑙𝑡

𝑏)を

確率変数として生み出す。ただし、所得平準化のための資源配分は、固定生産要素の賦存

量が決まっているという制約のため F(lt)<0である。 

また t+1期には選択した生産要素の配分𝑙𝑡
𝑏に応じて所得 yt+1は以下のように表すことができ

る。 

 

yt+1=𝑦𝑡+1
0 + ∑ 𝑓𝑡+1

𝑏𝐵
𝑏=1 (𝑙𝑡

𝑏)       ……………③ 

 

 

𝑦𝑡+1
0 は家計の選択とは無関係に生じる外生的な所得である。 

世帯が t 期に選択した資産の配分 st に応じて資産収益∑ 𝑔𝑡+1
𝑎 (𝑠𝑡

𝑎)𝐴
𝑎=1 が決まり、

(∑ 𝑔𝑡+1
𝑎 (𝑠𝑡

𝑎)𝐴
𝑎=1 、∑ 𝑓𝑡+1

𝑏𝐵
𝑏=1 (𝑙𝑡

𝑏))として手元の資金 kt+1 が確定する。このプロセスを永久に

繰り返すものとする。よって、このモデルでの t 期の最適化問題は、以下のようなベルマ

ン式の関係を満たす状態評価関数 Vを見出すことと同値になる。 

 

V(kt)=max v(kt-∑ 𝑠𝑡
𝑎𝐴

𝑎=1 )+
1

1+𝛿
E[V(kt+1)]        ……………④ 

 

s.t. F(lt)≤0  kt+1=𝑦𝑡+1
0 +∑ 𝑔𝑡+1

𝑎 (𝑠𝑡
𝑎)𝐴

𝑎=1 +∑ 𝑓𝑡+1
𝑏𝐵

𝑏=1 (𝑙𝑡
𝑏)   ……………⑤ 
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④において、𝛿は主観的割引率、E[.]は数学的期待値をとる関数である。関数 Vを微分可

能であるとすると、最適化のための一階条件は 

 

-vc+
1

1+𝛿
E[Vk

𝜕𝑔𝑡+1
𝑎 (𝑠𝑡

𝑎)

𝜕𝑠𝑡
𝑎 ]=0         ……………⑥ 

1

1+𝛿
E[Vk

𝜕𝑓𝑡+1
𝑎 (𝑙𝑡

𝑏)

𝜕𝑙𝑡
𝑏 ]-ϑt

𝜕𝐹(𝑙𝑡 )

𝜕𝑙𝑡
𝑏 =0       ……………⑦ 

 

 

⑥において Vkは状態評価関数 V の ktについての偏微分、vcは各期の消費の限界効用、ϑt

は生産要素制約式のラグランジュ乗数である。 

⑥より消費の限界効用の異時点間の比率が、その機会費用である資産の限界収益を主観

的割引率でみた期待値で等しくなることをあらわしている。 

⑦より、Vk と
𝜕𝑓𝑡+1

𝑎 (𝑙𝑡
𝑏)

𝜕𝑙𝑡
𝑏 との間の相関がゼロのときに期待収益を最大化するような生産要素

配分がなされるが、それ以外に場合はリスク選好が生産計画に影響を与えることを示して

いる。 

 

以上の理論により、V(kt)によって家計の厚生水準を捉え、V(kt)がある水準、貧困ライ

ンなどを下回っている世帯は脆弱であると定義することができる。よって家計のさまざま

な変数、例えば資産、世帯構成など世帯の特徴などの情報から、状態評価関数を見出し、

家計の最適化問題を解くことで、理論上の脆弱性を定義することができる。 

 

 

第２項 多次元貧困指数の理論的定義 
 

多次元貧困指数(Multidimensional Poverty Index)は、多次元的に貧困を捉えることの

できる指標であり、健康分野・教育分野・生活水準の３つの分野から構成されている。貧

しさを多面的に捉えるという考えは、アマルティア・センの「ケイパビリティアプロー

チ」が基礎となっている。「ケイパビリティアプローチ」によると個人や世帯の効用は、

それぞれの個人や世帯が選択できる「機能の束」により、捉えることができる、というも

のである。 

Sen(1985)より、xi を個人 i が所有している「もの」とすると、Xi は「もの」の集合であ

る。また ci とは「もの」を働かせることのできる「能力」とする。よって個人 i によって

所有している xiの特徴を十分発揮させた状態が c(xi)である。その上で、uiとは、個人 iが

選択することで得られる効用のことである。それを「機能」という。つまり、個人 i の機

能は bi=ui(c(xi))であり、ケイパビリティとは、個人の選択の自由度だと言い換えること
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ができる。つまり、ケイパビリティアプローチによる個人の効用は以下のように表すこと

ができる。 

 

Qi={bi|bi=ui(c(xi)), for some ui(・)∈Ui and some xi∈Xi}      ……………⑧ 

 

 

このケイパビリティアプローチによれば、個人や世帯は、個々の機能を達成し、その集

合体である機能の束の自由が「効用」であるとされている。 

このセンのケイパビリティ理論より、個人の「効用」は必ずしも「所得」などから一面

的に捉えることができるものではなく、あらゆる要素から決定される多面的なものである

ということが示された。このことから、個人の厚生水準の低下は何らかの剥奪を表してお

り、その剥奪された状況を「貧困」と捉えることが出来る。つまり、個人や世帯の「貧し

さ」が所得だけではなく、あらゆる要素から構成されることを示している。 

  

 

第３項 脆弱性指標の算出 
 

 第１項で述べたように、「脆弱性」とは、将来に対して世帯の厚生水準が低下する可能

性、つまり、将来において世帯が貧困に陥る可能性を示している。Chaudhuri(2002)によ

ると、「近い将来、消費水準が貧困線未満となる確率」を脆弱性指標として用いている。

これは、本項冒頭で述べた「脆弱性」が本来持つ、将来に対する評価を含む指標である。

そのため、本研究では脆弱性水準を以下のように示す。 

 

vi,t=Pr(ci.t+1≤z)    ……………⑨ 

 

⑨は、t期における家計の脆弱性水準が、t+1期に消費が貧困線以下となる確率としてあ

らわされる。⑨において、ci.t+1は t+1期の世帯 iの消費支出額で、zは貧困ラインである。   

⑨より t期の脆弱性水準は t+1期における消費水準によって決められる。 

そして、世帯の消費水準は、第１項の「脆弱性」の定義づけより、世帯の生産要素、世

帯の特徴などの要因によって決定される。つまり、世帯の消費水準は以下のように示され

る。 

 

ci,t=c(Xi,βt, αi, εi, t)    ……………⑩ 

 

⑩より、Xi は世帯の特徴を示す。βt は t 期の経済状況ベクトル、またαi は観察不可能で

ある世帯の固定効果を示す。またεi, tは誤差項であり、正規分布に従うと仮定している。そ

のため、家計が異なる厚生水準をとる要因となるショックを表す変数となる。以上のこと

を考慮すると、⑩の世帯の脆弱性水準は以下のように書き直すことができる。 
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vi,t=Pr(ci.t+1=c(Xi,𝛽𝑡+1, 𝑎𝑖, 𝜀𝑖.𝑡+1)≤z| Xi,βt,αi,εi,t)    ……………⑪ 

 

 ⑪より、以下のように消費関数の推定を行う。 

 

ln(ci,t)=Xi,tβ+εi. t        …………⑫ 

 

βはパラメータである。誤差項εi, tの分散は、 

𝜎𝑖,𝑡

２
=Xi,tθ     …………⑬ 

 

脆弱性指標を算出するためには、⑫・⑬におけるβやθの推定の必要があるため、３段階

の実行可能な一般化最小２乗法(Feasible generalized least squares)を本研究において

採用する。一般化最小２乗法により、理論値を求めることで、消費の対数値の期待値を以

下のように表すことができる。 

 𝐸[̂ 𝑙 𝑛(𝑐ℎ) |𝑋ℎ] = 𝑋𝑖,�̂�     …………⑭ 

 

 ⑭で表された消費の分散は、以下のように示される。 

�̂�[𝑙𝑛𝑐𝑖|𝑋𝑖] = 𝜎𝑒,𝑖
2 = 𝑋𝑖�̂�     …………⑮ 

 ⑭で表された消費は対数正規分布に従うため、脆弱性指標は、以下のような標準正規分

布の累積分布関数によって求めることができる。 

𝑣�̂� = 𝑃�̂�(𝑙𝑛𝑐𝑖 < 𝑙𝑛𝑧|𝑋𝑖) = Ф(
𝑙𝑛𝑧−𝑋𝑖�̂�

√𝑋𝑖�̂�

)    …………⑯ 

⑯で求める𝑣�̂�は、0から 1の値をとるため、世帯の条件付き確率を連続的な指標として表

すことができる。 

 

第 4 項 多次元貧困指数を用いた脆弱性分析 
 

第 2 項でも述べたように、センのケイパビリティアプローチによると、貧困は単に所得

が低いということだけでなく、人間が発揮すべき「潜在能力(ケイパビリティ)」が何らか

の理由により剥奪されている状況であるとされている。つまり貧困の測定には、健康、教

育や生活環境など人々を取り巻く状況を考慮する必要があり、現在では貧困測定アプロー

チとして「多次元貧困指数(MPI)」など、貧困を多面的に捉えようとする研究が進められ

ている。 

 また、以前は貧困研究として時間的変化を考慮しないような「静学的アプローチ」が主

流であった。しかし、このアプローチでは貧困の深刻さを捉えることが出来ない。例え
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ば、貧困線以下に位置している世帯がさらに貧困状況が悪化したとしても、貧困世帯であ

ることに変わりはなく、その世帯の貧困の深刻さは評価されていない。そのため、近年貧

困を動学的に捉えようとする「脆弱性」の概念を取り入れた研究も進められている。 

 貧困を詳細に捉えようとするこれらの動きから、本研究ではさらなる詳細化を目指し、

その双方を取り入れた「多次元貧困指数を用いた脆弱性分析」という新たな貧困測定アプ

ローチ用いて、実証分析を行う。 

 

 

 
(図 11)貧困アプローチの関係性(筆者作成) 

 

第 3項⑯式において、脆弱性指標を以下のように定義した。 

𝑣�̂� = 𝑃�̂�(𝑙𝑛𝑐𝑖 < 𝑙𝑛𝑧|𝑋𝑖) = Ф(
𝑙𝑛𝑧−𝑋𝑖�̂�

√𝑋𝑖�̂�

)    …………⑯ 

 

 ⑯式において、ci は世帯の消費であり、それが貧困線ラインよりも下になる確率を算出

したものである。これは、世帯の厚生水準が ci(消費)によって決まるということを意味し

ている。しかし、本研究ではこの ci(消費)を世帯の多次元貧困指数に置き換える3。そのこ

とにより、世帯の効用水準を多次元貧困指数によって表し、その効用水準が将来において

どう動くのかを分析する。つまり、多次元貧困指数を用い脆弱性分析を行うことにより、

多次元的かつ動学的に貧困に対してアプローチすることができるのである。 

 

 

 

                            
3 世帯の多次元貧困指数(MPI)は値が高くなるほど、貧困を示すためにマイナス１をかけたものを計算上用いる。 

貧

困 

動学的アプローチ 
(例)脆弱性分析・ラヴ

ァリオン要因分解など 

多次元的アプロー

チ 
(例)多次元貧困指数・

人間開発指数など 

多次元貧困指数を 

用いた脆弱性分析 

3 

2 1 
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第３節 多次元貧困指数を構成する指標 
 

 多次元貧困指数は、健康分野・教育分野・生活水準の 3 つの分野から構成されている。

健康・教育分野からそれぞれ 2指標、生活水準から 6指標の計 10指標から多次元貧困指数

は求められる。健康・教育分野の 4 指標には生活水準の 6 指標よりも大きいウエイトがか

けられる。これは、健康や教育分野がより世帯の「貧しさ」に影響を及ぼすとされている

ためである。多次元貧困指数に用いる指標は全てダミー変数である。本研究において、多

次元貧困指数を構成する指標は以下の通りである。 

 

 
(表 12)多次元貧困指数構成指標と各指標の貧困率(筆者作成) 

 

 

 

第４節 推定結果と考察 
 

世帯の消費支出と多次元貧困指数より、貧困形態のカテゴリー分けを行う。本研究で

は、マダガスカル農村における 2014 年、2017 年の 2 時点間のデータを用いて以下のよう

に貧困形態を定義する。 

2014 2017

子どもの死 過去3年間に15歳以下の世帯員が亡くなった世帯 1/6 1.4% 2.7%

栄養 Zスコアがマイナス2以下の15歳以下の世帯員がいる世帯 1/6 70.3% 56.8%

就学年数 ５年以上の教育を受けている10歳以上の世帯員が一人もいない世帯 1/6 14.2% 4.7%

子どもの就学 本来なら8年の就学を経ていはずの15歳以下の世帯員が一人もいない世帯 1/6 22.3% 79.7%

電力 電力（公共電力・太陽電力・発電機）のない世帯 1/18 56.8% 56.1%

衛生 水洗トイレのない世帯 1/18 100.0% 98.0%

安全な飲料水 安全な飲料水（水道・購入した水・雨水）を得ることのできない世帯 1/18 58.1% 50.0%

床 床の材質が泥、砂や糞のいずれかの世帯 1/18 35.8% 33.1%

炊事用燃料 炊事用燃料が糞、木材や炭のいずれかの世帯 1/18 100.0% 100.0%

資産
ラジオ、テレビ、固定電話、自転車、モーターバイクや冷蔵庫の２つ以上所持してい
ない、かつ車やトラックを所有していない世帯

1/18 41.9% 46.0%

健康

教育

生活水準

貧困率
ウエイト定義指標分野
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(表 13)貧困形態のカテゴリー分けと、各貧困形態の割合(筆者作成) 

 

以上の定義を用いて、全体に占める割合を算出した。全体的にみて所得で求めたいかな

る貧困者よりも多次元貧困指標で求めた貧困者の方が大きい割合を占めている。特に常時

貧困者は多次元での貧困者は多く、多次元貧困指数は所得などの金銭面だけでカバーでき

ていない貧困を考慮できると考えられる。 

 

 本研究では、脆弱性指標を算出するため 2 時点のミクロパネルデータを用いて、3 段階

で実行可能な一般化最小二乗法を使用した。一般化最小二乗法の推定に用いた変数、推定

結果については補論に記載している。 

 以下は、一般化最小二乗法により算出した脆弱性水準の結果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(表 14)貧困形態別 脆弱性水準(筆者作成) 

定義
人口割合
（所得）

Z=＄1.25

人口割合
（多次元貧困指数）

Z=＄1.25

消費支出の最小値＞ｚ
あるいは

多次元貧困指数の最大値＜0.333
25.0% 11.5%

純粋に
一時的な
貧困者

消費支出の最大値＞ｚ＆消費支出の最小値＜ｚ＆消費支出の平均＞ｚ
あるいは

多次元貧困指数の最大値＞0.333＆多次元貧困指数の最小値＜0.333＆多次元貧困
指数の平均＜0.333

17.6% 4.7%

通常貧困者

消費支出の最大値＞ｚ＆消費支出の最小値＜ｚ＆消費支出の平均＜ｚ
あるいは

多次元貧困指数の最大値＞0.333＆多次元貧困指数の最小値＜0.333＆多次元貧困
指数の平均＞0.333

15.5% 16.2%

消費支出の最大値＜ｚ
あるいは

多次元貧困指数の最小値＞0.333
41.9% 67.6%

一時的
貧困者

常時貧困者

非貧困者

貧困形態

消費支出
（Z=$1.25)

多次元貧困指数
(Z=0.333)

非貧困者 0.612 0.443

純粋に一時的貧困者 0.500 0.496

通常貧困者 0.469 0.459

常時貧困者 0.493 0.532

脆弱性水準(将来貧困に陥る可能性）
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表 3 は、消費支出と多次元貧困指数のそれぞれで求めた 4 つの貧困形態別に脆弱性水準

を算出した結果である。表 3より、消費支出が 1 日 1.25 ドル未満を基準として測った際の

常時貧困者の脆弱性は 0.493、多次元貧困指数で測った際の常時貧困者の脆弱性は 0.532と

なっており、貧困者の中では、多次元貧困に陥っている世帯がより脆弱性水準が高くなっ

ていることが分かる。つまり、多次元貧困指数を用いて貧困を測定した際、通常貧困者や

常時貧困者に属する世帯は、将来貧困に陥る可能性が非多次元貧困者よりも高くなってい

る。 

しかし、消費支出から測定した脆弱性水準は非貧困者が最も高くなっており、多次元貧

困指数を用いた場合の脆弱性水準とは異なる結果となった。このことは、消費支出から世

帯の厚生水準を捉えて脆弱性水準を測定することの曖昧さを示している。 

 

 
(表 15)地域別 脆弱性水準(筆者作成) 

 

 表４は、上記の分析と同様、消費支出と多次元貧困指数のそれぞれで求めた脆弱性水準

を、パネルデータとして利用することのできた 2 地域別に分析した結果である。第 3 章 1

節で示したように、Ankazobe 群は Antsirabe 群に比べ、平均年間総所得は低く、貧しい

地域である。これは、消費支出と多次元貧困指数で求めた脆弱性水準の双方に表れている

が、Ankazobe 群の多次元貧困指数で算出した脆弱性水準 0.634 は、消費支出で算出した

脆弱性水準 0.524 より大きく、より将来貧困に陥る可能性が高いことを示している。つま

り、多次元貧困指数を用いたほうが、より将来における貧困の深刻さを示すことができ

る。 

  

消費支出
（Z=$1.25)

多次元貧困指数
(Z=0.333)

Antsirabe 0.489 0.442

Ankazobe 0.524 0.634

脆弱性水準(将来貧困に陥る可能性）
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第４章 政策提言 

第１節 政策提言 

 第１項 政策提言Ⅰ   Micro MPI Map 
マダガスカルでは年々人口増加が著しい。しかし、日本の ODA(政府開発援助)の資金は

縮小傾向にある。そのため、ミレニアム開発目標(MDGs)の後継として 2015 年 9 月の国連

サミットで採択された持続可能な開発目標 SDGs を達成するためには、日本は今後、途上

国に対して量的な支援ではなく質の高い援助への転換を必要としている。 
そこで私たちは効率的な支援を可能にするため、提案するのはMicro MPI Mapである。

Micro MPI Map とは、google map 上に家計の所在地を示す緯度と経度をプロットするこ

とで支援が必要な人の居住地を把握することを可能にさせ、直接的な援助を可能にする。

これは、SDGs の目標の一つであるあらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終止符を打つ

目標を達成するために必要である。そのため、この MAP の活用は支援にかかる時間、資

金等のコストを削減することで SDGs の目標達成に貢献する。 
Micro MPI Map の基となった Poverty map は国、群単位での研究はなされてきた。し

かし、貧困削減戦略でどこをターゲットにしてよいのかが盲目的になってしまっている。

そのため、家計単位での研究が必要であるが、家計単位での Micro MPI Map の活用は例

を見ない。つまりこの map は貧困削減への活用可能性がある。また、私たちの研究では

MPI を用いていることで多次元での貧困の測定を可能にしているところにも新規性がある。

その上、パネルデータを用いた脆弱性分析はこの MAP の活用によって援助が必要な慢性

的貧困者等へのアプローチを容易にできることも利点である。 
Micro MPI Map の作成のための１つの家計にかかる調査時間はわずか 15 分程度である。

つまり、一日で約 40世帯をカバーすることが可能である。つまり、調査員が 3人いれば役

120 世帯を調査することがでることができ、100 人を超える村であっても一日で情報収集

が可能である。また、Madagascar において通訳を雇うコストはわずか一日約 10 ドル程度

であるため、実現可能であると考える。 
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第２項 Micro MPI Map の有効性 
 

本項では 2017 年調査におけるアンピザランタニのデータを例に挙げ、Micro MPI Map

の有効性を検証していく。 

 

 
① (図 16)収入で測った貧困 

 

①図 16(以下同図)は、アンピザランタニにおける貧困を所得を基準に測った際の分布を

示している。ここでは、1 日 1.90 ドル以下で生活している世帯を貧困世帯と定義し、赤が

貧困世帯、緑が非貧困世帯を示している。8 割近くの世帯が貧困を示した一方で、図の中

央の国道付近には比較的非貧困世帯が多くみられた。 
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②(図 17)MPI で測った貧困 

 

②図 17 は MPI で測った時の多次元貧困家計を示している。ここでは MPI が 0.3 以下の

世帯を貧困世帯と定義し、貧困世帯を赤、非貧困世帯を緑で示している。9 割を超える世

帯が貧困に陥っており、図 6 と比較すると、国道付近では所得で測った貧困世帯よりも

MPI で測った多次元貧困に陥っていることが分かる。これは、所得では捉えることができ

なかった世帯の情報を MPI は捉えることができ、Micro MPI Map はより多くの貧困を示

す map としての役割を果たせると言える。 

 
 

 
（表 18）貧困測定の比較 

 

 図 18 では収入で測った時の貧困と MPI で測った時の貧困を比較している。行は所得で

測った際の貧困世帯数、列は MPI で測った際の多次元貧困世帯数を示している。 

この図での注目点は、表中で 22と示した場所である。これは、所得で測定した際は非貧

困であるが、MPI で測定した際には多次元的貧困に陥っているという家計が 22 世帯ある

ことを示す。この特徴は他の村でも観測することができ、MPI がいかに所得で測ることの

出来ない貧困をカバーできているかが示され、MPI の可能性を後押しする結果となった。 

非貧困(MPI) 貧困(MPI) 合計

非貧困(所得) 5 22 27
貧困(所得) 3 84 87

合計 8 106 114
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③(図 19)家計別貧困深刻度の分布 

 ③図 19 では、多次元的貧困を MPI スコアごとに 3 つのグループに分けた。赤で示して

いるものは、MPI スコアが 0.6 以上の極度貧困世帯とする。黄色は、MPI スコアが 0.3 以

上 0.6 以下の中度貧困世帯とする。緑は、MPI スコアが 0.3 以下の世帯で、定義上は貧困

世帯でないため貧困予備世帯とする。図から分かることは、村内で貧困の強度にばらつき

があることである。村の東側には極度貧困世帯が多数存在しており、この村は地理的に多

次元的貧困者が密集していることが読み取ることができる。このようにMicro MPI Mapは

貧困世帯のターゲッティングを容易にすると同時に、貧困世帯の居住地の傾向を把握する

ことができるため、支援を円滑に行うのに役立つ。 
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④(図 20)健康スコアで見た時の貧困 

 

④図 20 は、MPI を構成する 10 指標のうちの、2 つの健康指標のみを用いた貧困を示し

ている。つまり、健康面において貧困に陥っているかどうかを表している。健康の次元内

で指標に 1 つも欠乏がなければ非貧困で緑。健康の次元内で 1 つ欠乏指標がある場合は黄

色、2 つある場合は赤を示す。 
SDGs 上には「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する」

とあるが、これを実現する直接的な支援方法として、Micro MPI Map を利用することで健

康状態の悪い世帯を特定し、優先的な予防接種や、医療サービスが受けられない深刻な家

計への医療サービスの提供すること可能にする。 

 



ISFJ2017 最終論文 
 

31 

 

 
⑤(図 21)教育スコアで見た時の貧困 

 
 ⑤図 21 は、MPI の 10 指標のうちの、2 つの教育指標のみを用いた貧困を示している。

つまり、教育面において貧困に陥っているかを表している。教育の次元内で指標に 1 つも

欠乏がなければ非貧困で緑、1つ欠乏指標がある場合は黄色、2つとも欠乏の場合は赤を示

す。 

SDGs 上には「すべての人に包括的かつ公正な質の高い教育を確保し生涯学習の機会を

促進する」とある。Micro MPI Map を利用し、教育面での貧困世帯を特定することで、学

校を辞めざるを得なかった子供の学習環境を改善することに貢献できる。また、学校建設

などの支援を行う際には、学校に通いにくい子供の傾向を把握することで地理的な観点を

考慮した建設も可能になる。 
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⑥(図 22)生活水準スコアで見た時の貧困 

 

⑥図 22 は、MPI10 指標のうちの、6 つの生活水準指標のみを用いた貧困を示してい

る。つまり、生活水準において貧困に陥っているかどうかを表している。生活水準の次元

内の指標の欠乏が 0～2 個の場合は緑、3～4 個の場合は黄色、5～6 個の場合は赤で示して

いる。生活水準が低い家計に関してはインフラの整備等といった実現可能性が低いものが

多いが、その中でも電気に関するものは 3 項の脆弱性に関する政策提言で述べる。 
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⑦(図 23)調査家計情報 

 

⑦図23は調査世帯情報を示している。map上にプロットした点をクリックするだけで、

調査世帯の基礎情報を確認することができる。これは世帯の貧困の特徴を容易に把握でき、

更に緯度・経度の情報があるため、位置の把握を可能とし、ターゲットとする世帯への円

滑な移動ができる。今回の Micro MPI Map を作成するために使用した google map は

EXCEL に対応しているため、容易に作成することができる。 
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第３項 政策提言Ⅱ チャージ式電力サービス  

次は、脆弱性の要因分解を受けた政策提言である。多次元貧困指数を用いた脆弱性分析

より、多次元貧困に陥っている世帯は、より脆弱性が高いことが判明した。つまり、多次

元貧困からの脱却が、将来貧困に陥る可能性を低下させる。マダガスカルの将来における

貧困脱却には、多次元貧困からの脱却が必要不可欠である。 これを踏まえ本研究では「チ

ャージ式電力サービスの普及」を提案する。  

 

まず、マダガスカルにおける多次元貧困の傾向を、各 MPI 構成指標から考察する。  

 

 
(表 24)多次元貧困指数の定義(筆者作成) 

 

表 24 より、「衛生」「炊事用燃料」「電力」などがマダガスカル農村において特に貧

困であるといえる。しかし、これらの多くの指標の改善のためには長期間にわたる援助を

要することが予想される。例えば料理用燃料の改善には多次元貧困指数の定義上、ガス燃

料の導入が求められる。これは、一国のインフラに関わることであり、簡易コンロ等の導

入においてもコストの面から容易に行えることではないだろう。また「衛生」において

も、水洗トイレの建設、下水道の完備など多大なコストがかかる。このように、今後マダ

ガスカルが国として取り組んでいかなければならない難題に関わるものがほとんどであ

り、他国からの援助だけでは補うことができない。それらを踏まえ、本研究ではマダガス

カル独自の電気供給事業に注目した。  
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2017 年のマダガスカル農村調査において、照明等の充電式小型機器とその充電を提供す

る事業の存在が明らかになった。しかし、この充電システムの利用率は調査世帯全体の

3.7%となっている。この利用率をあげることが、マダガスカル農村における多次元貧困削

減につながるのではないかという仮説を立てた。  

この「チャージ式電力サービス」の利用者増加が多次元貧困指数に与える影響を検証す

る。  

2017 年のマダガスカル調査において、全 1070 世帯のうちチャージ式電力サービスを利用

していた世帯は 40 世帯である。また、401 世帯が電力(公共電力・太陽電力・発電機・充

電式小型機器)を保持しており、653 世帯が電力の一切ない世帯である。ここで、現在電力

のない世帯すべてにチャージ式電力サービスを普及すると考える。  

 

 

 
(図 25)多次元貧困指数(筆者作成) 

653 世帯にチャージ式電力サービスを普及したところ、多次元貧困指数が 7.4％ほど減

少した。例えば、ある村において 100 世帯に普及すると多次元貧困指数は 1.1％ほど減少

する。かかる費用は 1 度の充電に約 11 円(300Ar)である。1 度の充電で約 3 晩を超えた利

用が可能である。そのことを考慮すれば、100 世帯に普及すると、1 か月の提供でも約

11,000 円の低コストでの提供が可能である。  

このようなことから「チャージ式電力普及サービス」は、既存の事業をもちいて、多次

元貧困を減少させ、そのことにより将来貧困に陥る可能性である「脆弱性」を低くするこ

とができる。しかし、実際、同サービスの普及は進んでおらず、JICA など国際協力機関

による効率的な介入政策が必要となっている。  
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以上のことから「脆弱性」を高める「多次元貧困」から脱却するためには、コストが低

いにもかかわらず、多次元貧困指数を減少させることができる「チャージ式電力サービ

ス」の早急な普及をマダガスカル農村において提案する。 

MPI は、各世帯がどのような貧困に直面しているのかを、詳細に観測することが出来

る。一方、所得での貧困の観測は、実際の生活において何が欠落しているのかといった、

現実的な現状を捉えることは極めて困難である。この「チャージ式電力サービスの普及」

といった、人々の暮らしに沿った的確かつ効率的な提言は、MPI を用いたことによって提

示できたものであり、今後の貧困削減の大きな鍵となる。 

 

 

第４項 MPI 調査キット 
 本研究から、多次元的な貧困の計測は、所得では捉えきれていなかった貧困をカバー

し、的確かつ効率的な支援を確立させるということが示された。MPI は、今後の貧困削減

において非常に重要な役割を担い、より活用されるべき指標であるといえる。しかし、

MPI を用いて貧困を捉える研究は、これまで蓄積されてこなかった。さらなる MPI の活

用が可能となれば、今後の国際協力や貧困削減に有益となることは間違いない。そこで、

本研究では多大な可能性を持つ MPI を短時間で容易に計測することの出来る、調査票を

作成した。作成にあたっては、global MPI を基準とした指標を作成することを目的とし

た。この理由として、あらゆる途上国においての計測を考慮したことが挙げられる。次

に、この「MPI 調査シート」の活用方法を紹介する。 

第一に、多次元貧困を測定する調査地を選定する。次に、そこでの調査において MPI

調査票を使用する。この調査票は簡単な世帯の基礎情報と MPI の 10 指標に関する質問で

構成されており、1 世帯約 10 分という短時間での調査を想定している。調査後、各分野の

ウエイトを考慮し、MPI を算出することが出来る。算出された MPI を用いて、健康・教

育・生活水準のどの分野で貧困なのかを把握し、前項の Micro MPI Map のような分布図

も容易に作成することが可能である。MPI 調査票は本論文の付録を参照していただきた

い。 
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(図 26)MPI調査シートの有効性（筆者作成） 

第２節 日本の国際協力の在り方 
  今日、世界中の多くの国々が貧困を削減するために ODA を始めとした援助を数多く

行っている。具体的な例としては、小学校建設やワクチン配布、インフラの整備などその

支援の内容は多岐に渡る。小学校建設はその地域の子供たちが教育を受ける機会を与え、

ワクチンの配布は健康状態の改善に努める。しかしこれらの支援は、経済成長に貢献した

という証拠は見いだせていないといわれている。これには、様々な論争が繰り広げられて

いるが、全ての貧困は所得では捉えきることが出来ず、むしろ多次元的な貧困が多く存在

する、という本研究の結果を基に考えるならば、これらの支援は将来的に貧困を改善する

手助けとなることが分かるはずである。 

本研究でこれまで述べてきたように、世界には多次元的貧困が数多く存在する。多次元

的貧困とは人々が生活の中で人間らしく安全に生きるための基本的な権利や能力が剥奪さ

れている状態であり、そのような状態を貧困と定義してきた。また、日本の開発援助の基

本的理念として「人間の安全保障の促進」が挙げられている。これは、人間一人ひとりに

注目し、生存・生活・尊厳に対する広範かつ深刻な脅威から人々を守り、それぞれの持つ

豊かな可能性を実現するという考えである。この 2 つには共通の考えが存在している。そ

れは、十分な機会へのアクセスや潜在能力が発揮できている状態を効用が満たされている

ものであるとする、アマルティア・センのケイパビリティアプローチである。このように、

日本の国際協力の理念が、MPI の基となる考え方と一致するため、多次元的に貧困を捉え

て支援を行うということは、日本における国際協力の理想的な形であるといえるだろう。

それだけでなく、この日本の国際協力における考え方は、他の国の支援とは違った観点を

持ったものであるため、今後日本が多次元的な貧困から国際協力を考えることで、より一

層効率的で的確な支援につながる。このことは、アフリカや諸開発途上国における貧困削

減に大きく貢献するだろう。 
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第３節 おわりに 
本研究は、マダガスカルにおけるミクロレベル、更にパネルでのMPIの測定、またMPI

におけるミクロの脆弱性分析への応用を目的とした実証論文である。 

  研究結果より、多次元貧困指数と消費支出における貧困の捉え方には違いがあることが

示された。また、多次元貧困指数は将来の貧困に陥る可能性を金銭で測るよりも、深刻に

測定できる。これは MPI が所得に代わって、貧困を示す指標となることを後押しする結果

となった。 

 本研究の課題は、2017 年において新たに提示された global MPI(2017)の作成である。

2017 年調査の最中に MPI を構成する 10 指標の判断基準が改定された。新しい基準は、以

前の MPI(2014)と比較してより詳細となっているため、すべての構成指標を新基準に基づ

いて用いることが出来なかった。また、2014 年調査と 2017 年調査におけるパネル作成に

あたり調査地域が限定されたため、標本数が減少してしまったことも、課題の１つであ

る。 

最貧国の１つであるマダガスカルにおいて、これまでに多次元貧困の研究は蓄積されて

こなかった。世界的にもミクロ的、更にパネルによる MPI の測定は有益なものであると言

える。また、MPI をミクロレベルで分析することは、より効率的な国際協力へつながるこ

とが示された。MPI は多次元的に貧困を捉えるのみでなく、地域や世帯レベルでの貧困分

野の把握が可能となる。これは、時間、予算、人員等が限られている国際協力において、

多大なる貢献をすることが期待される。 

 最後に、本研究を進めるにあたってご指導くださった栗田匡相教授、マダガスカル農村

調査において全面的に協力してくださった JICA、並びに通訳を担当してくださった現地

の皆様、そして調査を快く引き受けてくださった農村の方々の感謝の気持ちとお礼を申し

上げたく、謝辞にかえさせていただきます。 
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補論 

一般化最小二乗法に用いる変数 
   

 本研究では、世帯の消費支出と多次元貧困指数を用いて「脆弱性指標」を推定するため、

3 段階で実行可能な一般化最小二乗法を使用する。計量分析に用いる変数は以下の通りで

ある。 

 

 
(表 27) 脆弱性指標推定 使用変数(筆者作成) 



ISFJ2017 最終論文 
 

40 

 

 

 

3 段階で実行可能な一般化最小二乗法を使用して、脆弱性指標を算出した。脆弱性指標

を算出するにあたって、世帯の消費支出と多次元貧困指数それぞれについて 2 時点間のパ

ネルデータを用い推定を行った。この推定に用いる変数は、比較可能にするため(ⅰ)、(ⅱ)

それぞれの推定に同様の説明変数を用いている。 

 

(ⅰ)消費支出の決定要因 

(表 28)消費支出の決定要因(筆者作成) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

係数 標準偏差 z 値 P>|z|

世帯員数 0.1326254 0.0338799 3.91 0 0.066222 0.1990288

世帯主の性別 0.41192 0.2129725 1.93 0.053 -0.0054984 0.8293384

１５歳以下の割合 0.181142 0.2630754 0.69 0.491 -0.3344762 0.6967603

女性の割合 0.3850877 0.2996775 1.29 0.199 -0.2022695 0.9724449

年間総所得額 6.00E-08 1.86E-08 3.23 0.001 2.36E-08 9.65E-08

信用制約の有無 -0.1731432 0.1092781 -1.58 0.113 -0.3873243 0.041038

借金額 2.49E-07 2.06E-07 1.21 0.227 -1.55E-07 6.53E-07

仕送り金の有無 0.1609594 0.1449603 1.11 0.267 -0.1231575 0.4450763

水牛保有 -3.31E-08 3.90E-08 -0.85 0.395 -1.10E-07 4.33E-08

エリアダミー1 -0.1951869 0.1584929 -1.23 0.218 -0.5058272 0.1154534

エリアダミー2 -0.4669538 0.1873426 -2.49 0.013 -0.8341385 -0.0997691

エリアダミー3 0.0896523 0.1761243 0.51 0.611 -0.255545 0.4348495

エリアダミー4 -0.5607792 0.2343239 -2.39 0.017 -1.020046 -0.1015129

エリアダミー5 0.1671239 0.1854775 0.9 0.368 -0.1964053 0.5306531

エリアダミー6 -0.5176399 0.3568564 -1.45 0.147 -1.217066 0.1817859

エリアダミー7 0 (omitted)

定数項 12.47859 0.320397 38.95 0 11.85062 13.10656

標本数 212

95%信頼区間
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(ⅱ)多次元貧困指数の決定要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(表 29)多次元貧困指数の決定要因(筆者作成) 

 

(ⅰ)、(ⅱ)の推定で算出された理論値を使用し、脆弱性指標を世帯ごとに求めた。「脆弱性」

は、「世帯が将来貧困に陥る可能性」という意味を持っており、その値が高いほどその世

帯は「脆弱」である。また、多次元貧困指数においては、貧困ラインが 0.333 と定義され

ている。そのため、多次元貧困指数の値が 0.333 を上回る世帯が「貧困」とされ、値が大

きくなるほど「貧困」の深刻さが増す。 

 

 

 

  

係数 標準偏差 ｚ値 P>|z|

世帯員数 0.0000649 0.006496 0.01 0.992 -0.0126661 0.0127959

世帯主の性別 -0.01797979 0.04226 -0.43 0.671 -0.1008078 0.648484

１５歳以下の割合 -0.040282 0.052199 -0.77 0.44 -0.1425905 0.0620264

女性の割合 -0.0032668 0.06147 -0.05 0.958 -0.1237447 0.1172111

年間総所得額 5.94E-09 3.34E-09 1.78 0.075 -6.07E-10 1.25E-08

信用制約の有無 0.0065492 0.018957 -0.35 0.73 -0.0437047 0.0306064

借金額 1.16E-08 3.80E-08 0.31 0.76 -6.29E-08 8.61E-08

仕送り金の有無 0.0122914 0.024117 0.51 0.61 -0.034977 0.0595599

水牛保有 -7.07E-09 6.76E-09 -1.05 0.296 -2.03E-08 6.18E-09

エリアダミー1 -0.0832128 0.033941 -2.45 0.014 -0.1497358 -0.0166897

エリアダミー2 -1.17E-01 0.038927 -3 0.003 -1.93E-01 -0.0402997

エリアダミー3 -0.0812989 0.037477 -2.17 0.03 -0.154752 -0.0078458

エリアダミー4 -8.94E-02 0.048588 -1.84 0.066 -1.85E-01 0.0057835

エリアダミー5 -0.0623482 0.039347 -1.58 0.113 -0.1394677 0.0147714

エリアダミー6 -5.43E-02 0.072728 -0.75 0.455 -1.97E-01 0.0882002

エリアダミー7 0  (omitted)

定数項 -2.31E-01 0.065235 -3.54 0 -3.59E-01 -0.1033231

標本数 214

95%信頼区間
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付録 

MPI 調査キット 
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